平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会　　派　　名
	公明党室蘭市議会

	議　　員　　名
	細川昭広・砂田尚子・柏木隆寿

	調査実施年月日
	平成２４年６月２８日（木）

	調査先　自治体名等
	東京都　港区（東京二十三区清掃一部事務組合港清掃工場）

	調　査　項　目
	「広域がれき処理について」（岩手県からのがれき受け入れの取り組み）

	調　査　目　的
	国が進める広域がれき処理にいち早く取り組んだ東京都及び都下自治体の取り組み状況及び課題について調査


	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：２１０，９８５人（Ｈ２４．４．１現在）　　　行政面積：20.34ｋ㎡

２　視察内容
　東日本大震災による災害廃棄物処理は、地元だけでは処理できないものを含め、広域で処理することにより被災地の一日も早い復興・生活再建が進められる。東京都では、Ｈ23.9.28に受け入れ表明を行った。岩手県・宮城県分の受け入れをＨ２５年度末までに５０万トンを処理する予定。岩手県の災害廃棄物については、宮古市及び大槌町分を民間処理施設にて処理し、宮城県の災害廃棄物は、女川町分を東京二十三区清掃一部事務組合にて処理する計画。今回の災害廃棄物処理にあたり、一番の懸念は放射能汚染のリスクであり、焼却時の飛灰や排気ガスの放射能濃度及び最終処分場への焼却灰の埋め立てによる放射能汚染が受け入れ自治体住民の最大の関心事であり、住民への情報公開並びに受け入れにあたっては現地（女川）での災害廃棄物焼却試験により、現況廃物及び焼却灰、排ガスの放射能濃度を測定し、国の安全基準以下であることを確認してから、東京都での運搬処理が決定され、処理基本協定が締結された。運搬にあたっては、事前に現地選別処理施設において選別・粗破砕などされ、有害物（アスベスト等）や危険物の除去を行い、行程ごとに空間放射能量を測定管理し、随時、密閉型コンテナに木くず等の可燃廃棄物を積み込み運搬しています。また、清掃工場では、都内の一般ゴミに災害廃棄物２０％の混合比率で焼却しています。試験焼却の結果も全ての測定項目で通常の焼却結果との相違は見られなかったそうです。放射能濃度等の測定結果については、東京二十三区清掃一部事務組合ＨＰにて公表しているそうです。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	本市でも西いぶり広域連合によるごみ処理施設やＰＣＢ処理施設が稼働しており、市民の環境汚染に対する関心は非常に高い地域と考えます。また、技術的にも大手製造業が立地しており、環境対策技術も高くＰＣＢ運搬ＢＯＸなどを製造している企業もあり、今回広域運搬に私用されたコンテナなども製造できる可能性を感じました。また、今回は大震災の後なので、災害廃棄物の広域処理については、国の主導的な動きもあり、自治体及び住民の関心は高いが反対に本市で取り組んでいるＰＣＢ廃棄物の１５県受け入れについては、排出自治体の関心は未だに低い状況であり、処理期限の延長が検討されていることを国が積極的に広報し、経済交流も含めた推進を図るべきと感じた。


